
意思の確言忍及び推定」とすることについては、疑問がないわけでもない   

から、その確認ないしは推定は慎重に行うべきである）。   

（5）また，患者が，医療▲ケアチームに対し，括療方針に関する話し合い及   

びそれに基づく′合意，即ちインフォームドコンセントに関する権限を特定   

の第三者（上記（2）の第1に掲記した者など）に委ねる旨の申し出を行   

い．医療・ケアチームもこれが患者本人の真意であると認め，また，当該   

第三者も患者の申し出を受諾し，医療・ケアチームと当該第三者との間に   

医療行為に関する交渉，合意がされた場合に，この合意を患者の意思に基   

づくものとしてよいか否かについては，慎重な配慮が必要である。   
患者が，第三者に上記事務を委ねようとする場合，その勤凰理由には   

様々なものがありうる。患者自身が医療やケアについて格別の希望や意思   

を有しておらず，例えばそのようなことを思考し判断すること自体面倒で   

ぁるとして）交軌判断のすべてを第三者に委ねるとしたのであれば，患   

者が終末医療について自己決定権に基づいて一定の意思を表明したと評   

価することはできない。したがって，このような場合には〉たとえ第三者   

との間に合意が成立したとしても，その合意が患者の意思に基づくもので   
あるということはできない。  

しかし，終末期にある患者が，体九気力とも衰退し，或いは肉体的痔   
鳳精神的苦痛その他不快症状等のた桝ニ，思考九判断力が相当低下し   

ていることを自覚し，日頃から最も厚い信頼をおいている家族（例えば配   

偶者）の交渉力及び判断力に従うのが，自分にとって最善の方法であると   

の明確な意思に基づいて．その家族に上記の事務を委託した場合において・   

両者間に十分な交渉が行われ，インフォームドコ／セントが成立したとき   

には，その合意点＼患者の意思に基づいたbのとしてよいのではなか／うう  

か。  

患者が舅三者に対し，上記事務を委託しようとする勤樅にはこのような   

場合以外に，例えば，家族の経済的郎旦を慮ってするなど様々態様があり   

得るが，要は】患者自身の自己決定権の行使と許することができるか否か   

という多分に法的な価値判断によって決せられることになろうc・  

なお，このことと関連して‥患者が自己の医療行為の採用・変更｝中止   

等すべての措置に関する判断を医療行為者に委ねる旨を申し出た場合は   

どうであろうか。患者の意思は明示されたともいえようが この意思は・   

患者と医療徒事者との二者対置関係を前提とした患者の自己決定権に基   

づくイノフォームドコンセントの基本原則になじまないものであるから 

思確認ができない場合に準じて取り辣うのが相当であ  後記（2）の患者の意  

ろう。   

イ 「専門的な医学的検討を踏まえた上でインフォームドコンセントに基づく   

患者の意思決定を基本とし，多専門職種の医療従事者から構成される医療  

ケアチームをして行う。」との点について   

（1）説明責任の主体の明確化  

ガイドラインが言うところの、「多専門職種の医療従事者から構成  

される医療・ケアチームをして行う」ものは、患者の意思の確認を行  

うというものであると解される。  

具体的には、主治医を含む複数の医師による、患者の意思の確認と  

その確認方法、確認の結果得られれた患者の意思にしたがって医療行  

為を行うことの合理性の確認を、「多専門職程の医療従事者から構成  

される医療・ケアチームをして行う」ものと解される。患者自身に対  

する治療方針の説明は、主治医の責任として行うべきものであって、  

主治医以外の者が、（治療連結をつぶさに見ないで）責任をもって口  

を差し挟むべきではないものと解する。治療方針以外の事項に関して  

は、主治医以外の者は助言を与えると解したほうがよいのではないか  

と考える。多専門職種の医療従事者から構成される医療・ケアチーム  

の責任で説明が行われるものと考えるべきではない（最終的には主治  

医が説明に関して責任を負担する看であって、医療・ケアチームのメ  

ンバー による説明は、主治医の説明を分担・補充するものであると解  

する）。  

（2）患者への事前の説明ないし予告については、後記②の補足意見を参照  

されたい。  

② 治療方針の決定に際し，患者と医療従事者とが十分な言言し合いを行い，   

患者が意思決定を行い，その内容を文書にまとめておくものとする。   

上記の場合は，時間の経過，病状の変化，医学的評価の変更に応じて、   

その都度説明し患者の意思の再確認を行うことが必要である。  

〔意見i  

基本的に賛成である。   

なお、上記で、 「文書にまとめておくものとする。Jとは「カルテ等の文  

書に記録しておかねばならな斗㌔ ＿ でよいと解する。また、再確認の都度、  

これを「カルテに記載するなどして文書に記録する」ものとするのがよいと  
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ふ雲」ス  

l摘足音見】   

ここlこいう′ 指療方針とは，「患者が意思能力を有している脚皆で行わ直美  

医療従事者と〔′7〕話し合いで決定された事項（方針）が、その横患者の病状悪化  

雲引ーこより）判断能力を失った糾こおいても，Ⅳ定の条件の下に，その効力主′有  

して射〕∫ かつ，その治療方針iこは延副書置の中止，安禁死等（：緩和ケアEこ掠  

る医療措置を含み、積極的安楽死に関する帽置を締り に問する事項む包含さ  

れる∴と」さご前提と・して、以下意見を補足する。  

rl〕医特には，蕾こ不確実性が内在す∋。したがって，精庶方針の決定に  

当たっ1軋 患者と匡拝従事者⊥爪問において 予想されるあらしザコロ」  

肘生にコし1†一分な話し合いキ行い∴病態の変動lこ対応Lた治療方法  

等について しゎくまてし岩音の白立的意思漠克が図られるよう配慮す∴  

きて宣、う。菩音は，一料ノー〕可狛封こ望揖プご）すべ丁を言1」モ・さ、とす三卜場合亡）  
匡熱量害者 少な主ないてせ二1′ モ山善味亡＼は，患者側と，速ホ措置  

の中止菩（詣れ丁アに≡‘宗云医療的措置を含む）に関する事項を協議すう  

！書含にけ，慎重な配信がノ」1・空でメヮ三．。  

こ′′7、～二上に聞達1（ て斬∫う措置の中止二や箕鑑札等に問すろ事項にニーl、  

rは，圧棲従事者側カ」ヒ、積極的に質問すべきでないト㌣甘摘もあろ（，室  

＃薦他 圧梓縦望卜川－＼て、〝ニノノ  しカり′，二√一問題を，圧掠f着享音側  

か引熟建し〔はな仁り1こいと考える必要はない。   

r＝）ノ号音と匡寝付春着1の問の話し合いは，咋とL二けノる雰囲気町中て詳描  

カト、潔頃＝こ持上寸1ご－ tナ再こ：苧て言、′三． また，…三者即「、立塙かどさ十れ仁］  

青1！プ棄明ユす、、き宴1＝i－・十 一に－   1旺巨に1ご1曲  1土買主ト1  

7よ1∴〔いてあ1川  手眉H甘す陪－、二し■ノ話し亡］1∴に．控挙止臣予  

けて行われか7、）が望、こじLい。E序■ ㌧ア？トームの規榛・悼宕等寸巧．  

のようなこしぃ日計難な貸欄に且，塙杭昂仁一吾「ミとt7二1問に，いわば華偏虻  

詰1」言いを設りも二上∃〕考え〔1れう。  

m見複最迂遠であう〔Jニテ）に且ミても〕二し了〕よ二）⊂亡告「こかされうことに  

よ】二1、患者の巨産iif書芸に汁（∃封喜綿問焦が高まり 真の含意が形成さ  

jlユ し」いては巨存浮力与しノウ防止にヰ〉役立つでゴーJモノう亡   

（：り 両者間て形杭㌢汀た主音け＼干し仁）重要な要領を庁、ミュ化した上てえて′ユ√  

でこれを市郎室認Lて七三「ご二1二が望まい、－が 患者の言態手引可に。トニて  

は、ま71こ∴モの±ご⊥⊥     ′巨Ii、1ノ？方し二芸名しつト三r〔」し㌻′1とし′確認           山吾1封キ張に‡監しプ。ト′  

干害を仔層言1二とは国難て三千ー三ノカ」tノしゴ1ない。  

治療の過程で予想されるあらゆる可能性，病態の変動に対応した治療  

方針やこれらに関する患者側の要望などを逐肌記載することはできノこ〔い  

し、また必要はないと考える。   

とりわけ終末期医療においては，多くの不確実性が内荏するから，そ  

の記載は甚だ横領であるばかりでなく，無益であることも多く，また，  

細部に関し成文化されていなかった事態が生じたときにけ＝ その都度細  

部にわたって協議しなければ5日こ進めないというものでもないと解され・  

るから、結局，ここにいう成文化されるべき事工副ま，患者側についてい  

えば，概ね，①患者自身が抱いている自己の疾病に対する大局的な見解′  

②希望する医療行為の概要，③最終末期における桔療ないし姥置につい  

てロニ）所見，希望があるときはその概括的再審等が考えられるが、なお検  

討を要するものと考える。  

（2）患者の意思の確認ができない場合  

患者の意思確認ができない場合には、次のような手」捌こより、医療・   
ケアチーームの中で慎重な判断を行う必要がある。  

① 家族等の話等から居者町意思が推定できる場合には その推定意思を   

尊重し、愚者にとっての最善の治療方針をとることを基本とすう。  

［意見〕   

患者の昔漕が直ち」こ確認できない場合であっても．原則として．岩音の音思  

が推定てきき場合には、その意思を尊重1ぺきFあると考える。   

ただ、居音の推定意思という（仁）は、将来何らかの選択をし7■よければ7：f「ニ，ない  

状況に弄った場合を想定1． ㍉刀賢台にごり二）ような音ノ警決定をするか，Lいこ  

とであって、現実にそのような状況に至二′たときlこ、従前に考えていたとこにり  

の意思決定をするとは隈†⊃ない。’したがって∴患者の推定意思の尊重にけ限界  

があるといわなければからない。また 患者の推定意思が必ずしも合理的な選  

択であるとはいえないような場合には、患者の指定書思に従わなくて1bよいの  

ではないかと考える（〕ただ、その場合に選択された治摂方針が客観的にキて 

患者に最善のものでなければならないであろう。そのた動こは．（a・③で後述  

するように、複数の専門家lこよる慎重な判断が求められるであろう。   

なお、家族の中て若者の推定意思lこついて意見がくいちがっている甥台には 

患者打措定意思は明らかでないと判断すべきで差－ろう。  
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② 患者の意思が推定できない場合には、家族等の助言を参考にして、患者   

にとっての最善の治療方針をとることを基本とする。  という意味で、係る代行決定権者に関する規定を法令に設けることは意味があ  

るものと解される（本人の意思が何であるかの詮索を医師や医療機関のリスク  

で行わせるべきではないと解されるので）。  【意見】   

患者の意思が推定できない場合には、原則として、家族等の助言を参考にす  

べきであると考える。   

患者の家族が複数であって、その間に意見の〈いちがいがある場合に、どの  

ように考えるべきであるかも重要な問題である。患者の父母、子など近親者の  

意見が他の家族の意見よりも尊重されるべきであろう。   

また、患者の家族の意見が宗教その他特定の信念に基づく場合にi・ま、患者の  

意見について、慎重に判断しなければならない。少なくとも、客観的にみて、  

患者にとって景善の治療方針であると考えられるものでなければならないであ  

ろう。   

家族等の助言を参考にして、医療楼関において判断する場合においても、複  

数の専門家（少なくとも2人以上）の判断に基づいて指療方針が決定されること  

が望ましいと考え・5。たとえば、病院などにおいては、外部の第三者を加えた  

委員会などで、治療方針を決定することが考えられるであろう。  

［理由】   

法的な見解としては、あくまで患者本人の表明された意思に基づく同意（1  

ンフォームド・コンセント）が72い限り、家族等（他人）の意見に基づいて行  

ったとしても、この他人の意見や同意は、本人の同意に置き換えることはでき  

ないから、現行法の下では、医師や医療梯関等の行為が「本人の同意に基づき」  

違法性が阻却されるものと扱うことはできないという帰結になるものと解され  

る。医師等の行為は、正当業務行為ヌは緊急行為として違法性が阻却さj■tると  

解きざ■5を損ない。家族等の同意や助言はあくまで、助言ないしは参考書見で  

あって、これによって．違法性が当然に閲却されるものではない。このことを・．  

ガイドラインは示しているものと解される。   

このような不安定な状況を解消するためには、本人に代わって代諾する権限  

を有する看を法定するなど（例えば．．米国イリノイ州法ほか各州法における代  

行決定権者の法定ヤフランス法等）の立法的解決が望ましいと解される。但し、  

その場合の代諾権者（stlrrOgateやIaj〕erSOlllledecol－flanCe）の位置づけ、権限、  

義務．行使の要件、手続きなどについてはなお検討を要するものと解する。も  

っとも、本人の意思がまったく推定さえできない場合に、係る代行決定権者を  

定めたとしても如何掛ここの者がその権限（又は義務）を遂行できるのかは問  

題ではあるが、医療鞍問としては、係る代行決定権者の言を合理的に信用した  

湯合には、その決定に従って施術した場合又はしなかった場合でも免責される  

③  

家族や家族に準ずる者がいない場合、家族等が判断を示さない場合、家   

族等の中で意見がまとまらない場合等には、患者にとっての最善の治療方   

針をとることを基本とする。  

【意見】   

家族がいない場合、あるいは、いてもその意見が表明されない場合には、患  

者にとっての最善の治療方針がとられなければならない。その場合には、複数  

の専門家（少なくとも2人以上）の判断に基づいて治療方針が決定されることが  

望ましいと考える。たとえば、病院などにおいては、外部の第三者を加えた委  

員会などで、治療方針を決定することや主治医らによって決定された方針の承  

認がなされることが考えられるであろう。  

r理由j   

前記のとおり、本人の意思決定によることができない場合（患者本人の意  

思が推定できない場合）、本∧に代わって意思決定する（医療機関が合理的  

に決定した治療方針に同意する）権限（及び義務までを付加するかは問題で  

ある）を有する者を法定し、そのものの同意を経て治療を実施するあるいは  

行わないという法的整備がなされるべきであると考える。しかし、係る整備  

が未了である現状において、また、そのような法整備がなされた場合であっ  

ても、家族等がいない患者や家族等（代行権限を授権された者を含む）がそ  

の権限を行使しない場合には、いわば制度が適用されない空白の事態が生ま  

れるので、これに対する手当てを考えておく必要がある。   

そのような法的制度が未整備である現状の下では、上記のようなガイドラ  

インによる解決でやむをえないと思われる。代行決定権者を法定する制度を  

整備する場合には、家族等がいない場合や代行決定権者がその権限を行使し  

ないときには、家庭裁判所が（公的）代行決定権者（＝医療行為に関する後  

見人）を選任するというやり方も考えられる。   

企図されているガイドラインは専ら医師や医療機関に対し向けられた一種  

の医療倫理の具体化措置であると考えられるので、現状では、このような形  

での基準の明確化で仕方がないものと考えられるし、家族等以外の第三者わ  

代諾桂者を認める法制度の下であっても、結局のところ、「医療機関が合理  

的に決定した治療方針や治療方法に反対することは事実上因責任である」とも  

解されるから、多くの場合は、本ガイドラインのような基準に従って処置さ  
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九云ものと解1′T上いしりでは′ノ1よいか。  
の例に鑑みれば、「終末期医療」の場面で、、医療行為の決定、変更、中止など  

に関する回稟佳な判断を、倫理委員会が設i・ナた基準にしたかっ〔かノニ）その歌謡苫  

下に行うことは、国民の医療に対する信頒の確保のた捌こ必要である。そうす  

ると、委員会に語ることが規範性を有することになり、その場合の委員会の（法  

的）性格をどのようにするかが．、次の問題となるので、以下のような意見を述  

べる。  

（1）終局的には、係る倫理委員会の法的性格に問しノても、立法的解決をはか  

るべきである（法的性格を明らかにすべきである）と考える。  

①、一定の要件が満たされ、当該委員会の意見・承認にしたがって医療行  

為を行った場合、医師としての善管注意責務が果たさ．れたことの重要な  

要素として考慮されることを、立法的に明らかにすべきである。その場  

合、当吉亥医療機関内に設置される委員会の性格、権限等について（どこ  

までできるかや、蓑誘であるか等について）、立法的に明らかにしてお  

くべきである。  

② 当該委員会は、主匡的な組織である必要はなく 当該医療樅関ごとに  
設置されれば足りるが、設置基準、構成員の条件 判断基準などは、法  

令に基づいた全国〉律的なものであるべきであり、その基準にしたがっ  

て構成された委員会による所定の基準に従った判断に従う限り、医師J±J  

は治療方針の選択については善管注意義務を果たした7Lのと推定される  

多専門職撞からなる委員会の設置  

上記＝）（2）の場合において、治棲方針の決雇に隠し、  

・医療・ケアチーム（7〕中で病態等により医棲内容の決定が国難な場合  

・患者と直積従事者との話し合いの中で、妥当で適切／よ医庁内宕につい  

ての合意が得られない場合  

等については、医療・ケアチームと同様の複数の専門職からなる委員会  

を別途設置し、御意方針等についrの根討・助言を行うことが必要であ  

ほ二見】  

基ヰ的に溝口lこ。   

なお、場合によっては、亡のような特別の委員芸にrユ  享有以外け  

侍  

常にこのような当  

であり∴宗教や  専門職福音の春画を得古Jととすべき  

「⊃れう。但し   があってよいものと  」皇室室田   
に＿】づいて判定に加わらなければな  ら従  該医療機関の部外者か個  ケしりケ…フ  

ナる具体的な判定基準の策定やその実蓮  いものではなく、当該   医療楼贋にお  

状況のレL’ユーに参画す云ということで上い町亡はないかと考え5  ～→W 【 一一～   一へ   岬■ －〟 
（．〕）巨痔・さ7チームの中で柄  上記叫キ別の委員会を要する場合として、  

二とを、明らかにすべきである（その昔見ヤ承吉忍を得たから当然・無条  

件に免責されるとは言い誉経いが）。  

（′ニニ）立法的解決に至るまで時間が必要と思われaので それまでの間は、音   

程蕪（カイドライン）は有効であると考える。また、立法的にその性格や   

権限などが明らかにされない以上、現段階では、探る特別の委員会は助言   

主与える塁間とせざさを得ないものと考えむから、佐古委員会は撞討・明   

言を行7ょう上するヰ提案に賛成す5。   

ニれらガイトライノに準じた基準を法律化すろ堤宅には、複数の専門†献か   

らなる委員会の性格について、単なる助言機関ではな′∴ 医療及びケアテ   

レムが取ろうとする治療方針に／ついて審査・承認を与iる相関とすろこと   

も可能である。しかし、そうした場合、承認を与えたことによって法的責   

任を追及される可能性むあ三）二と－二戸、与・もられ′た承認の取り消しや撒回の   

しり性格？詰 乱謹がさらに発生すらことも考えられ㌧ モ問に▼ついてはさりこ   

祷討を要するものと考えう。  

仁〕）ガイドラインにおける助言捷討とL／て町特別の委貞会を吉笠置すろ場合に  

おiづ・5、更なる論点としては、貪町′吾が考えられろ。   

①＋治療方針嘗に／二申て委員会が積討・的言を行うに当っての三選、手続  

壱か因業な場合、てけ、圧）雷音と空席従事者とげ、l  
一一ヽ一岬       －－ ・▲・、一－＋山一肌－‾▲‾‾  

こ．上り匡痘内吉の～モ  

ついて打合言が得られない場合の  
話し合いの中で、妥当で透明な匡掠内容に   
且む」土狙よ⊥生温宣生あ立む」主立邑追証と夏生i   

声専門撞繕カ1√1なる委員会の性格に・ニー て，助言柑削す‡）二とに－Tノー   

r三‡現在し7二・上ニケやむ｝苫ない（L：1韓さ」1ノこゝ▼‘い し、j、ト  rLさ事情をノ1一二㍍撞訂   
し仁う∴∴ 示㌣仁輩E痴に閲すろ立法的朝甘心日直十三パ「二  仔ろ章竃去〔T   

演凛上し丹は待、接眼及しノ責議等を明らかにす∴きてJニ  

t理由1   

上記のような場合、即イ±－「終末軌 に」づけ≡）l三床行為しり【プ1言の決定、変更  

中止な」1ま結局、予め患者の同音や指示が明確でない諾意には、「医療・ケ丁  

チー「ムの中千箔態等によL侶轄内喜の決定が日夏往な損合」に当た子二l二が多い  

も忙－と考えられる。そ打∴うな場合、唇別の委員会（病院跡こ設置された倫理  

委員封 に意見を侍臣′＼て治療行為を行なうことは、矧こトが匡匠痩∴しこ仁肩院て  

実施されてい三いつでおJJトキがノ人）丁享施可肘丁二、ぁろ七考七られ三。昨キ、二丁二J  

許宣で卿三二∴？〕に宣二た、二声Jうな丁義 軍委員会に喜、；≡b・づ1二子1」1つれた生体鷲別亘  
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をどのように構築するか。  

② 組織（委員の構成）をどのようにするか。委員会は、患者に対し医療   

を提供する医療機関内に設置されるものであって、星盈延室董夏生英男   

門職種者の参画を得ること七すづきであり髄訟旦壷  

量呈塾皇（刑事、民事上及び医師としての職業倫理上の責任を問われな  

い）という原則（＝ガイドラインの怯規範性）を明らかにすべきではな  

いか。  

の と考えられる。但し、  や法律専門家の関ちがあっ  てょいも  

・・－・∴・－  － ∴：．   －．   ‥ ‥－！   

幽超過量基準旦   

－ －   －－－      ‥     －            －  

③ 患者本人の意思が明らかで窄く、かつ、家族等がいない場合（いても   

意見表明できない場合を含む）も、そのような委員会に諮られる場合で   

あるものとしてよいか。  

④ 親族でない後見人の医療行為に関する同意権は法律上7か、とり見解に   

立脚すれば、係る後見人がいる場合であっても、③と同様な扱いとする  

、「 し  ＼＿＿」0  

⑤ とくに、医療及びケアチームの方針と異なった方針を委員会が決定す   

る（及び医療及びケアチームの方針を承認しない）ときの手続、他の医   

療及びケアチーム（委員会の助言にしたがう方針で医療及びケアに従事   

する）又は他の医療機関（患者や豪族等の方針を容認する二1の検索■紹   

介・搬送等の手続について。  

⑥ 患者本人や家族等の意思が医学的又は社会的に若しくは当該医師ある   

いは医療機関の方針に反し容認し辛机－－とき、その委員会は一 区師や医療   

機関が取るべき措置としてどのような助言を与えるべきか、助言に従っ   

て医師や医療携関はどのような措置（患者や家族等の医師を容認す・5医   

療及びケ7チームフ．は他の匡唐松関の削左・紹介・搬送・引斉桂ぎ琴）を   
とるべきかなどを明らかにすうこともさらに接討す∴をて凍・5。（（5）の   

問題とむ関連す′う）  

⑦ 委員会の意見を求める時間がない救急の場合等では．本ガノードライン   

は適用されないことを明らかにする。  

⑤ 医師や医療機関け、委員会の助言に従う膵り、漢的に善管注意義務を   

尽くした（推定される）と言うことができるか。助言に従わない場合に   

は、あか、は、助言を得ずに行った措置については．法的責任を問われ   

るものと解されるのか。  

⑨ 本ガイドライン所定のすべての事項を遵守すること（上記の特別委員   

引こ諮ることをノ恵む）が、医師等が免責を得るた～うの必須の要件である   

とまでは言えないが  「当該具倖的な状況の下で、ネガイドラインに準   

拠した手続を苛った場合には」治豪互封の選択につい工l主厚則とし三重  
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［項ニコ垂コ  

「終末期医療に関するガイドライン（たたき台）」へのご意見募集  

このたびは、「終末期医療に関するガイドライン（たたき台）」にご意見  
を提出いただき、ありがとうございます。以下の要矧二沿ってご意見を  

提出いただきますよう、よろしくお願いします。  

1．ご自身の属性について（※ 必ずご記入ください。）  

厚生労働省  

終末期医療の決定プロセスのあり方に関する検討会殿  

「終末期医療に関するガイドライン（たたき台）」に対する意見書   

2007年3月267］  

邸暖璧塾   

醐馳  3，30代（2名）、5．巨旦應」長名⊥  2名）、  ①年齢：2．ヱ旦但⊥  

以上（2名）  名）、7．7D   旦」旦旦且」」  

（ニ曇 下記より対応する番号をご記入くださし1㌧r〕）  
好協会の基本的意見』  

＜要旨二＞  

‾じ．終末期医療のルールづくりにはガイドラインより法制化u法的整備が   

望ましいと考えます。  

2＿事前の意思が明確な場合には、いわゆる植物状態患者（PVS）にも対応  

30代  う、．ヰ0代  

70読以上  

〔
J
一
′
 
 

代
代
 
 

（
U
 
（
∪
 
 

」
 
、
‥
‥
，
 
 

ク
ー
6
 
 

i．20歳末満  

5．50代  

り ¶ 
女性  ②性闇－  

きと考えます。   

し※三 下記より対応する番号をご記入くたさい。）  

性 2、男性  

終末期医療のあり方に国民の関心が高まっている現在、寅厚生労働省が本ガイドラ  

インの原案を提示されたことは、極めて潜り］であり、国民の評価を得るものと考えま  

す。圃麺醜胞不治かつ末期において直射旨置選択の自己決定権  

を尊重する「リビングウイノしう畢勒」を展開し、終末期医療のルールづくりを提唱して  

きました。それだけに今回、貴省のご提案につき賛同し、唱醜以下の意見を提  

起させていただきます。  

③脇菜ニー盲弓㌧⊥旦（薫  下記より対応する番号をご記入くださし、、、ゥ）  

医療機関経営2．医療機関職員（医療寄託）3・医師（勤務）  
医師（開業）5．歯科医師（勤務） 6 歯科医師（開業）  
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9．▲提健師  

皇2．嘉剤師（病院勤務）  

看護師  8．准看護師  

助産師   11．薬剤師（薬局勤務）  

その他医療関係鳩眉  

＜医療関係者以外＞  

16 自営業  

19．社会福祉関係  

22．崇堰  

員
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教
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会社員  

け公預員  

20 パートqアル／くイ  
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1．ガイドラインより法制化。法的整備が望ましい   

本人の意思にもとづく「延命措置の中止・差し控え」については、全国の医療機関  

で日常直面する医療行為として行われている実態があります。読売新聞社が2006年  

5～6月、国立保健医療科学院の協力で行った全国病院（100床以上）調査でも、回  

答した240機関のなかで「過去に延命措置の中止・差し控えを経験した」のは5Gうもに  

上っています。一方、社会的コンセンサスを得た「ルール」がないため、医療現場で  

は法的、医学的、倫理的に多種多様な意見があります。そのなかには人工呼吸器など  

「延命措置の中止」が死期を早める行為とも考えられ、「刑事上の問題を引き起こす可  

能性がある」とする人も多く、医師の淫巡を招く大きな要因になっています。この結  

果、医療機関により取り組みに違いが生じ、終末期医療について自ら選択し、希望を  

明示した患者も「最善の利益」を享受することが難しい現状がありま1‾。まして、本  

人が断わっている延命措置を、第三者の価値観で強制することは許されるべきではあ  

りません。   

公的ガイドラインであれ、立法であれ、その基本理念は「自己決定（権）の尊重」  

と「治療限界による治療義務の解放」で構成されます。ルールのなかでこの理念がど  

れだけ担保できるかが重要であり、規範力の乏しいガイドラインより立法が望ましい  

と考えます。さらに、「刑法に抵触する可能性」（あるいは不法行為による民事上の有  

責性）という危惧を取り除くには、立法をもって一定の違敵性阻却事由を規定すべき  

であると考えます。  

（1）いわゆる植物状態患者にも対応すべき   

日本では、脳卒中や外傷、交通事故、あるいは脳の手術後などに植物状態に陥る患  

者は大病院だけで約3千人はいると推定され、全国的には3万名を超えるともいわれ  

ています。日本学術会議も長期生存のPVS患者に対する対応は医学的、倫理的、社会  

的にも避けて通れない重要な問題とし⊂検討し、1994年に「PVS患者の医療中止・  

不開始の3条件（ガイドライン）」を出しています。当協会は、Pl唱では回復の可能  

性がなく、周囲との意思疎通が全くできない状態は、延命措置に依存する末期状態で  

あり、終末期医療の対象と考えます。   

不治かつ末期の病態にあるとの診断は、複数以上の医師による適切な判定が必要で  

あり、ことに植物状態患者の紛合、その回復が不可能、不可逆的であるとの判定には  

専門的な知識を有する医師を含む複数以上の医師による一致した診断を条件とする必  

要があります。  

（2）「たたき台」に対する具体的な提案  

別紙の通りです。  

以上   

2．ガイドライン作成への要望   

貴省が終末期医療で初めての統一ルールとなる「ガイドライン」を作成することは  

大きな前進であると評価しています。その上に立ってまず要望したいのは、より実効  

性のあるガイドラインの作成をということです。   

ガイドラインが単なる行政指導や標準的に守られるべき内容であるなら、遵守の可  

能性も期待性も薄くなります。医療現場で混乱も生じている今日の段階で求められる  

ガイドラインは、遵守可能性をより高め、規範性をある程度持つことが重要であり、  

そのためには「社会的コンセンサス」の醸成が必要で、それは国民が納得する真剣な  

議論から導かれると考えます。ある出来事、問題が生じた場合でも、公的ガイドライ  

ンが国民の、医学会のコンセンサスとして、捜査判断、司法判断の基準になる存在で  

なければならないと考えます。以下、個別事項について意見を申し上げます。  
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「たたき台」に対する意見につい1  

（1） ご意見を提出される点  

（1）ご意見を1是出される点  

0境目薔号：1  

⑳内 容．終ヨヨ弧窒樺及びケアの打つ方に／吐l＝  

「医療‥ケ了チーームによっで慎重に判断すべきである」では、患者の自己決定を  

適切性があれば  と医学的妥当性、   担保するカを弱ホうるしつご 

己決定に基づき延命措置は停止できる」と明言己十ることを希望します。  

†ヨ己決定権を最も尊重するという基本二舶・1を強く出十ことによIl）、国民は死に  

っいて己の最後の生きほ」即ち死に様を自分で日ごろ′▲いと考′主、家族とも相談L 

文書（りどニ ブ・ウイル〕として作扇バ5習慣を貰う二土につながりますL、また  

インフ寸－・ムトコンセント叫散底化を隅う必要があるでしよう。  
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（1）ご意見を提出される点   

前述した読売新聞社と国立保健医療科学院での調査では、倫理委員会は延命措置  

の中止・差し控えの最終判断にほとんど役立っていない（5％以下）という結果が  

出ています。中止・差し控えのきっかけの約90％は「家族の希望」であり、中止・  

差し控えた延命措置の種類で多いのは、人工呼吸器（71％）と薬剤投与（70％）、  

栄養補給（52％）です。次いで水分補給、輸血、人工透析が30％台で続いていま  

す。その最終判断は医師個人が最も多く、46％を占めています。医師が最も悩み、  

訴えられることを心配するところであり、自己決定権行使の重要性とともにインフ  

ォームド・コンセント、チーム医療の徹底を図る事の大切さを強調すべきだと考え  

ます。  

以上  
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